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　（3）工場取締行政の実態　（以上，第 58 巻第 1 号）
3．工場法―工場監督官体制
　（1）工場法制定へ








































59 巻 3 号，241~244 ページ．
3）　同上，266~267 ページ．




























『法学会雑誌』47 巻 1 号，9~10 ページ．
労働監督制度をめぐる戦前と戦後144
口 10 万人あたり 200 人に達した．昭和となってからは，やや減少傾向に転じ






































　1937 年 6 月には第一次近衛文麿内閣が組閣されたことで，衛生省の設置構
想がさらなる進展を見せた．近衛は陸軍から内閣の支持を取り付けるため，衛
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は陸軍の主張には配慮しつつも，近衛首相の「社会政策」を重視する姿勢が大
いに反映されていたのである 13）．
　その後，「保健社会省（仮称）設置要綱」に基づいて，10 月 1 日をもって新












































とする形で，厚生省官制として 12 月 24 日に閣議決定した．同月 29 日には枢
密院においても原案通り全会一致で可決され，同日の閣議において厚生省官制






























述のような政策課題に応えるため，厚生省は 1938 年 1 月 21 日に，「職業紹介
制度改正要綱」を職業紹介委員会に諮問した．職業紹介所を国営化することで，
軍需産業労働者の発掘や斡旋を，全国的に統一し，効率的な職業紹介行政の運
19）　1938 年 4 月に国家総動員法が施行されたのち，迅速な各種労務統制令の発布が
可能となったのは，日中戦争以前の「戦時労働力政策」の蓄積があったためである
という．河棕文（1994）「戦時労働力政策の形成過程―総動員計画と職業紹介行政と
の関わりを中心に―」『史学雑誌』103 巻 10 号，56~75 ページ．
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用を試みたのである．この諮問に対して，職業紹介委員会は 2 月 5 日に，職
業紹介制度改正を適当と認める答申を行った．これを受けて，職業紹介法改正
法案が第 73 回議会に提出され，可決成立を見た．こうして改正職業紹介法は，
同年 4 月 1 日に公布され，7 月 1 日に施行された 20）．
　この法改正によって，職業紹介行政は，政府自らが管掌する国営事業として
運用されることになった．そこで，職業紹介行政を実施するための第一線の行
政機構の整備が行われた．まず，改正法施行日である 7 月 1 日には，主とし
て都市部を管轄区域とする職業紹介所が 196 カ所設けられた．次いで，11 月









































































6 月 16 日には，工場法戦時特例が公布された．この戦時特例により，工場法
25）　大橋武夫追想録刊行会編（1987）『大橋武夫追想録』二十一世紀社，297~298 ペ
ージ．



















































所編『戦後改革 5 労働改革』東京大学出版会，111 ページ．
27）　竹前栄治（1982）『戦後労働改革 GHQ 労働政策史』東京大学出版会，60~65 ペ
ージ．
28）　同上，177~200 ページ．




































年 5 月 13 日には既に「労働保護法草案」の起草を終えた．この草案は，国際
条約や海外の事例を参考としただけでなく，ひらがな口語体で条文ごとに見出
しを付けた，形式的にも先進的な草案であった 31）．その後，5 月 14 日には，
GHQ 労働課のコレット係長と懇談を持ち，労働保護法の起草について意見交
換を行い，28 日には，寺本広作が GHQ 労働課担当官に逐条の説明を行った 32）．






8 月 6 日には最終案の起草を終えた．その後，公聴会を経て議会に提出するた






（1996~2011）『日本立法資料全集 労働基準法』の 51~56 が挙げられる． 
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意的であり，ほぼそのまま受け入れられた．そして，再び公聴会を経て，労務
法制審議員会総会で最終決定したのち，1947 年 2 月 2 日に閣議決定がなされ
た後，3 月中には議会を通過し，4 月 7 日に公布の運びとなった．そして，同




















34）　Memorandum for Imperial Japanese Government, “Removal of Restrictions on Po-
























36）　昭和 20 年 12 月 10 日労発第 32 号「地方勤労行政機構ノ改正整備ニ関スル件」．
37）　昭和 21 年 8 月「労働保護立法に関する勧告」『米国労働諮問委員会最終報告』．
38）　労務法制審議会第 3 回小委員会における志賀義雄発言．渡辺章編（1998）『日本


























































制度を創設するにあたっては当然視されていたと言えよう．8 月 24 日に日本
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側から第 6 次案が提出された 46）．この第 6 次案について，GHQ 労働課のベッカ
ーが，コーエン，コレット，コスタンチーノ，デービス，スタンチフィールド










進んでいた．だが，1947 年 2 月 4 日に民政局の意見として，司法警察官の職
務を行う者を命令で指定することは，「新憲法の精神に違反する」との申し込
みがあった 48）．これを受けて，最終的には，労働基準監督官に対して特別司法
























していた．この機構網は，戦時中の 1944 年 5 月の時点では，全国に 540 カ所
の国民勤労動員署があり，職員数 10,133 名を抱える巨大なものであった 49）．
　その後，終戦後の深刻な雇用環境や失業問題に対処するために，職業紹介行












52）　昭和 22 年 3 月 24 日厚生省勞發第 157 號「都道府縣勞政事務所の設置につい
て」． 


















業安定所の 2 分の 1 の設置数とすることで妥協をしたという．かくして，監
督署は全国で合計 336 署設置するという査定結果となったのである 55）．
　こうして決定した監督署の設置数から配置すべき労働基準監督官の員数が導
き出される．監督署の設置数をもとに，既定の人員を含めて，監督官 1707 人，
事務官 1127 人，雇 1982 人，傭人 1344 人，総勢 6160 人という大規模な人員
要求を行った．なお，本省と都道府県労働基準局を含めた全体の要求としては，







基準局が 2037 人，監督署が 5719 人，合計 8095 人であった．その内，監督官































の経歴を持つ者は，わずか 200 人程度しかいなかった 59）．事務官と技官を兼ね
た専門性の高い人材でなかったといても，当該行政に従事していた者を移管さ
せるほか，人材確保の手段は存在していなかったのである．
　また，1947 年 9 月 1 日時点での労働基準監督官の定員は，本省が 117 人，
都道府県労働基準局が 1072 人，労働基準監督署が 1292 人となっており，合
計で 2481 人であった 60）．こうして定められた定員はなかなか充足せず，1948
年 9 月 1 日の時点でさえ，計 2054 人であった．さらに，指定任用者の総数が






　1940 年  警視庁嘱託保安部工場課
　1941 年 4 月 10 日 保安衛生部工場課書記
　1944 年 5 月 15 日 保安部労政課主事補
59）　寺本廣作・気賀澤克己（1987）「労働基準法制定当時の思い出―寺本廣作氏に聞







 7 月 1 日 　　　　兵役
　1945 年 12 月 18 日 警視庁属勤労部労政課
 12 月 24 日 東京都属（六級職）（勅令第 711 号による）
  東京都民生局勤労部労政課（訓令甲第 178 号による）
　1946 年  地方事務官（勅令第 193 号による）
 10 月 18 日 東京都労務官
　1947 年 5 月 2 日 厚生事務官東京労働基準局（勅令第 199 号）
 9 月 1 日 労働基準監督官（政令第 174 号）
　1948 年 8 月 10 日 労働基準監督署















63）　昭和 22 年 8 月 31 日政令第 174 号「労働基準監督機関官制」第 39 条．
64）　前掲『労働基準法が世に出るまで』，267~273 ページに全文が掲載されている．
65）　前掲『労働基準法が世に出るまで』，263 ページ．







施行から一年余り経過した 1948 年に行われた．同年 6 月 22，23 日には筆記
試験，10 月 15 日から 20 日にかけて口述試験が行われ 67），二千数百名の志願者



































































年 5 月 2 日に本省労働基準局，都道府県労働基準局，そして労働基準監督署
という労働基準監督行政組織の中核をなす行政機構が発足した，さらに，
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養しておらず，中程度に抑えていると考えることも出来るのである 74）．
※訂正
本連載（1）『法学会雑誌』58 巻 1 号 100 ページ 9 行目
　（誤）断然論　→（正）断続論
同 116 ページ 10 行目
　（誤）（大正 14）年　→（正）1925（大正 14）年
以上の通り訂正する．
74）　曽我謙悟（2016）『現代日本の官僚制』東京大学出版会，223~224 ページ．
